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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第105期

第３四半期累計期間
第106期

第３四半期累計期間
第105期

会計期間
自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日

自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日

自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日

売上高 (千円) 2,904,556 2,828,334 5,063,600

経常利益又は経常損失（△） (千円) △75,024 △108,081 232,684

四半期純損失（△）又は当期純
利益

(千円) △84,395 △113,523 220,759

持分法を適用した場合の投資利
益

(千円) 7,253 3,236 8,998

資本金 (千円) 503,000 503,000 503,000

発行済株式総数 (株) 7,843,000 7,843,000 7,843,000

純資産額 (千円) 1,219,279 1,414,382 1,560,010

総資産額 (千円) 4,475,991 4,237,773 4,654,498

１株当たり四半期純損失金額
（△）又は当期純利益金額

(円) △10.86 △14.61 28.42

潜在株式調整後１株当たり四半
期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 2.50

自己資本比率 (％) 27.2 33.4 33.5

　

回次
第105期

第３四半期会計期間
第106期

第３四半期会計期間

会計期間
自  平成23年10月１日
至  平成23年12月31日

自  平成24年10月１日
至  平成24年12月31日

１株当たり四半期純損失金額
（△）

(円) △9.02 △5.40

(注) １. 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２. 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３. 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、また、第105期

第３四半期累計期間、第106期第３四半期累計期間については、１株当たり四半期純損失であるため記載して

おりません。

　

２ 【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社の企業集団（当社及び当社の関係会社）において営まれている事

業の内容に重要な変更はありません。　
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載

した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、復興関連事業等により緩やかな回復が期待されたものの、

停滞したまま推移いたしました。長引く超円高、中国の経済成長の鈍化及び今夏以降の二国間関係の悪化に

より、輸出関連産業につきましても減産を強いられ、設備投資は低調のまま推移いたしました。

このような状況下で、当社の受注高は3,275百万円（前年同期比5.8％減）、売上高につきましては2,828

百万円（前年同期比2.6％減）となりました。その結果、営業損失が109百万円、経常損失108百万円、四半期

純損失113百万円の計上となりました。

以下主なセグメントの状況は、次のとおりであります。

（電源機器） 

当第３四半期累計期間の電源機器におきましては、製品に対するコスト低減と短納期対応に重点を置

き、生産・販売活動を行ってまいりました。しかし、主な需要先の一つである半導体・電子・電機業界を

取り巻く環境は依然として厳しく、設備投資に対する意欲は極めて弱いまま推移いたしました。その結

果、受注高は1,016百万円（前年同期比23.2％減）、売上高は779百万円（前年同期比37.0％減）となりま

した。当該四半期におきましては、操作性の向上と省電力化を実現した小型直流電源機器の新モデルを市

場へ投入し、既存市場での競争力の強化を図りました。

（表面処理装置）

当第３四半期累計期間の表面処理装置におきましては、受注・売上の確保のため国内の既存設備の更

新需要の掘り起こしを行ってまいりました。また、超円高基調の中、日本国内からの生産シフトに対応す

るため、海外における新たな生産拠点の情報収集を、中国における営業拠点として新設いたしました子会

社を含め積極的に行ってまいりました。その結果、受注高は1,229百万円（前年同期比7.7％増）、売上高

は1,053百万円（前年同期比37.9％増）となりました。
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（電気溶接機）

当第３四半期累計期間の電気溶接機におきましては、国内市場における輸送機業界を中心に新規需要

及び海外進出に伴う需要の情報収集に力を入れてまいりました。主に自動車業界における受注が緩やか

に回復し、また、海外においては、汎用溶接機用制御装置が引続き堅調に推移いたしました。その結果、受

注高は544百万円（前年同期比20.7％増）、売上高は576百万円（前年同期比37.3％増）となりました。

（環境機器）

当第３四半期累計期間の環境機器におきましては、地球環境保全について国際的な取り組みが進展す

る中、リサイクル関連機器、各種液管理装置の機能改善・モデルチェンジに取り組んでまいりました。当

該製品群は、表面処理装置に付帯する割合が大きく、受注高は240百万円（前年同期比2.9％増）、売上高

は222百万円（前年同期比3.5％増）となりました。

　
(2) 財政状態の分析

（資産）

流動資産は、前事業年度末に比べ10.8％減少し3,483百万円となりました。これは、現金及び預金が308

百万円、仕掛品が164百万円増加したものの、受取手形及び売掛金が912百万円減少したことなどによりま

す。

　固定資産は、前事業年度末に比べ0.6％増加し754百万円となりました。これは、有形固定資産が１百万円

減少したものの、投資その他の資産が８百万円増加したことなどによります。

　この結果、総資産は、前事業年度末に比べ9.0％減少し4,237百万円となりました。

（負債）

流動負債は、前事業年度末に比べ11.7％減少し2,014百万円となりました。これは、支払手形及び買掛金

が71百万円減少したことなどによります。

固定負債は、前事業年度末に比べ0.4％減少し808百万円となりました。これは、役員退職慰労引当金が

10百万円減少したことなどによります。

この結果、負債合計は、前事業年度末に比べ8.8％減少し2,823百万円となりました。

（純資産）

純資産合計は、前事業年度末に比べ9.3％減少し1,414百万円となりました。これは、利益剰余金が132百

万円、その他有価証券評価差額金が12百万円減少したことなどによります。

　
(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題                        

当第３四半期累計期間において、当社が対処すべき課題についての重要な変更はありません。

　
(4) 研究開発活動

当第３四半期累計期間における研究開発活動の総額は74百万円であります。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　

なお、当第３四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 30,000,000

計 30,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成24年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成25年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 7,843,000 7,843,000
名古屋証券取引所　
市場第二部

単元株式数　1,000株

計 7,843,000 7,843,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成24年12月31日 ― 7,843 ― 503,000 ― 225,585

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成24年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式　75,000

― ―

完全議決権株式(その他) 7,632,000 7,632 ―

単元未満株式 136,000 ― ―

発行済株式総数 7,843,000― ―

総株主の議決権 ― 7,632 ―

(注) １.「単元未満株式」には当社所有の自己株式280株を含めております。

     ２.「完全議決権株式（その他）」の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株（議決権３個）含ま

れております。

     ３．当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

できないことから、直前の基準日（平成24年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成24年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（株）中央製作所
　　（自己保有株式）

名古屋市瑞穂区内浜町24
番１号

75,000 ― 75,000 0.96

計 ― 75,000 ― 75,000 0.96

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間(平成24年10月１日から

平成24年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成24年４月１日から平成24年12月31日まで)に係る四

半期財務諸表について、有限責任　あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

　

３．四半期連結財務諸表について

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）第５条第

２項により、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から

みて、当企業集団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程

度に重要性が乏しいものとして、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期会計期間
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,060,379 1,368,581

受取手形及び売掛金 ※
 2,084,931

※
 1,172,871

商品及び製品 70,959 65,778

仕掛品 541,587 705,807

原材料及び貯蔵品 97,990 126,705

その他 50,003 44,604

貸倒引当金 △1,000 △1,000

流動資産合計 3,904,852 3,483,348

固定資産

有形固定資産 305,272 303,278

無形固定資産 15,825 14,449

投資その他の資産 430,315 438,465

貸倒引当金 △1,768 △1,768

固定資産合計 749,645 754,425

資産合計 4,654,498 4,237,773

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※
 1,078,893

※
 1,007,636

短期借入金 840,000 840,000

未払法人税等 6,775 1,738

その他 356,945 165,276

流動負債合計 2,282,614 2,014,651

固定負債

退職給付引当金 554,459 566,848

役員退職慰労引当金 229,400 218,500

その他 28,013 23,391

固定負債合計 811,873 808,740

負債合計 3,094,488 2,823,391

純資産の部

株主資本

資本金 503,000 503,000

資本剰余金 225,585 225,585

利益剰余金 732,206 599,263

自己株式 △11,420 △11,532

株主資本合計 1,449,371 1,316,316

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 110,638 98,065

評価・換算差額等合計 110,638 98,065

純資産合計 1,560,010 1,414,382

負債純資産合計 4,654,498 4,237,773
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(2)【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

売上高 2,904,556 2,828,334

売上原価 2,286,251 2,285,450

売上総利益 618,305 542,884

販売費及び一般管理費 670,135 652,254

営業損失（△） △51,829 △109,369

営業外収益

受取利息 80 55

受取配当金 5,294 5,103

雑収入 2,572 4,927

営業外収益合計 7,947 10,086

営業外費用

支払利息 8,202 8,211

為替差損 22,465 －

雑損失 474 587

営業外費用合計 31,142 8,798

経常損失（△） △75,024 △108,081

特別損失

固定資産除却損 598 710

投資有価証券評価損 7,141 3,115

特別損失合計 7,739 3,825

税引前四半期純損失（△） △82,764 △111,907

法人税、住民税及び事業税 1,630 1,615

法人税等合計 1,630 1,615

四半期純損失（△） △84,395 △113,523
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【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。

　
【会計方針の変更等】

当第３四半期累計期間
(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産につい

て、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

この変更に伴う損益に与える影響は軽微であります。　

　

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。

　
【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

※　四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第３四半期会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日満期手形

が、四半期会計期間末残高に含まれております。

　
　

前事業年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期会計期間
(平成24年12月31日)

受取手形 35,066千円 32,555千円

支払手形 235,159千円 169,139千円

　
(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

　
前第３四半期累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日)

減価償却費 35,284千円 31,746千円
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(株主資本等関係)

前第３四半期累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

該当事項はありません。

　

当第３四半期累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月27日
定時株主総会

普通株式 19,419 2.5平成24年３月31日 平成24年６月28日 利益剰余金

　

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

　

(持分法損益等)

　
前事業年度

（平成24年３月31日)
当第３四半期会計期間
（平成24年12月31日)

関連会社に対する投資の金額 16,000千円 16,000千円

持分法を適用した場合の
投資の金額

70,125千円 73,362千円

　

　
前第３四半期累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日)

持分法を適用した場合の
投資利益の金額

7,253千円 3,236千円
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第３四半期累計期間(自  平成 23年 ４月 １日  至  平成 23年 12月 31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 　 (単位：千円)

　 報告セグメント
その他
(注１)

合計
調整額　　
　　　(注
２)

四半期損
益計算書
計上額
(注３)　 電源機器

表面処
理装置

電気溶接
機

環境機
器

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 1,236,186764,019420,060214,5002,634,766269,7902,904,556― 2,904,556

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

― ― ― ― ― ― ― ― ―

計 1,236,186764,019420,060214,5002,634,766269,7902,904,556― 2,904,556

セグメント利益又は損
失（△）

263,923117,98387,05376,485545,44663,351608,798△660,627△51,829

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、試験装置、計測器等が含まれてお

ります。 

     ２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△660,627千円は、各報告セグメントに配分していない一般管理費等

であります。　

     ３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期損益計算書の営業損失（△）と調整を行っております。　

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

　
Ⅱ  当第３四半期累計期間(自  平成 24年 ４月 １日  至  平成 24年 12月 31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 　 (単位：千円)

　 報告セグメント
その他
(注１)

合計
調整額　　
　　　(注
２)

四半期損
益計算書
計上額
(注３)　

電源機
器

表面処理
装置

電気溶接
機

環境機
器

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 779,3191,053,526576,747222,0712,631,666196,6682,828,334― 2,828,334

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

― ― ― ― ― ― ― ― ―

計 779,3191,053,526576,747222,0712,631,666196,6682,828,334― 2,828,334

セグメント利益又は損
失（△）

165,36183,268119,68566,180434,49662,565497,061△606,431△109,369

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、試験装置、計測器等が含まれてお

ります。 

     ２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△606,431千円は、各報告セグメントに配分していない一般管理費等

であります。　

　　 ３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期損益計算書の営業損失（△）と調整を行っております。　

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

　

項目
前第３四半期累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日)

１株当たり四半期純損失金額（△） △10円 86銭 △14円 61銭

(算定上の基礎) 　 　

四半期純損失金額（△）　　　　　　　　　　(千円) △84,395 △113,523

普通株主に帰属しない金額　　　　　　　　　(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純損失金額（△）　　　(千円) △84,395 △113,523

普通株式の期中平均株式数　　　　　　　　　　(株) 7,769,113 7,767,679

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。
　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成25年２月13日

株式会社中央製作所

取締役会  御中

有限責任　あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    井　上　　嗣　平　　印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    齋　藤　　英　喜    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式
会社中央製作所の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第106期事業年度の第３四半期会計期間(平

成24年10月１日から平成24年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成24年４月１日から平成24年12月31
日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レ
ビューを行った。

　
四半期財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半
期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期
財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。

　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に
対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当
と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社中央製作所の平成24年12月31日現在の財政状
態及び同日をもって終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がす
べての重要な点において認められなかった。

　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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